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巻頭言

　本誌編集部から大変なテーマをいた
だいた。「協同組合研究に携わる者と
して、田中はどのようなことに関心が
あるのか」という問いに置き換えて言
うならば、関心の対象は下記の三つで
ある。第一に「社会的排除との闘い」、
第二に「（本来の意味での）補完性原理
の探究」、そして第三に「社会的共有
財の保全」。もともと協同組合に含み
こまれるこれら３つの軸について、協
同組合のみならず、幅広い市民の協同
組織とともに学びあいを土台とした連
携を深めていきたいと考えている。こ
うした思いについては日本協同組合学
会ホームページに掲げ、その詳細につ
いては「地域と協同の研究センター
ニュース」165号に記したところなの
で、本稿では、これら３つの概念が、
協同組合に本来備わるものであると同
時に、協同組合が慣れ親しんできたも
のの見方とは異なる視点をも提供して
いることに触れたい。そのことが、協
同組合が、より一層社会に開かれてい
く回路づくりに寄与すると同時に、市
民社会の中に、市民自前の再分配の仕
組みを生み出す流れを形成すると考え
るからだ。

　第一に、なぜ「社会的包摂」ではな
く「排除との闘い」なのか。日本では
一般的にはソーシャルインクルージョ
ン（社会的包摂）という言葉が広まり、

「排除との闘い」はあまり用いられな
い。しかし両者は異なる含意を持つ。

「包摂」は既存の社会の中に迎え入れ
るというスタンスだ。しかしその時に
問われるのは、主に「包摂される側」
の社会参加や労働参加への習熟度で
あって、「包摂する側」が自明とする
価値観は問われにくい。だが、実際に
は、就労支援や自立支援に関わる協同
組合関係者のお話をうかがうと、「迎
え入れ」の実践を通して、迎い入れる
側の価値観やこれまでのやり方を問い
直さざるをえない場面に出会うとい
う。自分たち自身が潜在的に有してい
た排除のメカニズムが揺さぶられてい
く…。「迎え入れる」側の変容を射程
に入れない限り、排除は再生産される、
そうした気づきが協同組合実践中から
生まれる、そのダイナミズムをこそ、
協同組合研究は重視していく必要があ
ると考えている。
　第二に、「（本来の意味での）補完性
原理」の探究だが、あえて「本来の意
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味での…」と付したのは、特に日本で
はこの概念が本来的な意味で用いられ
ていないからだ。日本で「補完性原理」
が広がったのは、2000年代に活発に
行われた市町村合併や道州制議論の
際、財界の提言書を通してだった（2003
年１月日本経団連「活力と魅力あふれ
る日本をめざして」）。同提言では、「欧
州における補完性原理を参考として」

「行政サービスによらない『共助』『相
互扶助』の仕組みを地域に根付かせる
こと」が重要課題として提起され、日
本では半ば自己責任論の補強概念とし
ての印象が広がった。
　しかし本来の補完性原理は、ローマ
教皇による反ファシズムの立場からの

「回勅」（1931年）に由来するものであ
り、国や自治体が、市民による中間集
団（アソシエーション）のイニシアティ
ブを妨げたり、その権限をはく奪する
ことを「不正義」であるとみなす考え
方で、EU等では、個人や結合した市
民の自発的自治を促進する原理として
展開してきた。まさに、自治体はじめ、

「公」側との関係を構築する際、市民
が自治する仕組みを保障させるこの原
理を、理論面でも今一度、私たちの陣
営に取り戻す必要がある。
　第三の「社会的共有財の保全」は、
種子法廃止や種苗法の改訂、水道事業
民営化論等、今、眼前で進行している

様々な課題に象徴される。私たちが生
きる根幹であるところの水や種子が、
特定の人々や組織の所有や知的財産等
の権利の対象となり、命の源へのアク
セスから排除される人々がますます増
えていく。そのことの異常性は明らか
だ。いのちに関わる多くのことが市場
原理に飲み込まれる流れの中で、これ
らを「誰か特定の人々や組織のもの」
ではなく「みんなのものである」とす
る取り組みが協同組合の中でも始まっ
ている。いのちと暮らし（生業含む）の
隅々に関わる協同組合を対象とするか
らこそ、その研究活動もまた、このこ
とを一層正面に据えるべきと考える。
その際、実践的面で、こうした社会的
共通資本の「共同所有・共同管理」の
可能性や課題を探求すると同時に、所
有権の奪還（営利企業に民営化された
水道事業の買戻し等）に留まらない、

「誰のものにも帰することができない」
侵さざる領域の理論、つまり「私たち
のもの」という所有の主張を越えるロ
ジックにも関心を向けるべきと考えて
いる。
　総じて、この３つの課題を深めなが
ら、共助やお互いさまの原理を基盤と
しつつ、しかしそこにおさまりきれな
い、市民視点からの、社会の再分配機
能の強化を展望しうるのではないか。
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